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安定につながる健康管 高齢者 ・障害者 ・遺族の年金導入される
理，長期的財産形成の 1944年 厚生年金制度化
促進，モラールアッ プ 1946年 生活保護法成立














国や地方自治体，ある 1961年 福祉年金制定 国民皆年金化実現
いは慈善団体にゆだね 1969年 東京都65歳以上の老人医療の無料化を実施
るべき事柄であり，本 1971年 児童手当導入




家と しての基本的概念 1984年 被用者の健康保険改正 被用者本人の自己負担l割に引上げ
と思考されるものであ 1ヶ月の自己負担の上限がI割となる

































































































































































































































































































































176 相内 ・相内 ：企業と福祉社会の考察
〉王
1 ）安藤哲吉労働福祉の基礎 日本労働協会
2) Actuarial Divistion Ministry of Welfare, Tinancing Public Pensions （年金と税制）社会保険法規




7) c.アージリス 紙織とパーソナリテイ 伊吹山太郎 中村実訳 日本能率協会
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